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介護老人保健施設 

入所利用約款 

 

（令和６年４月１日より施行） 

ケアステーション所沢 

［約款の目的］ 

第１条  介護老人保健施設ケアステーション所沢（以下｢当施設｣という。）は、要介護状

態と認定された利用者（以下｢利用者｣という。）に対し、介護保険法令の趣旨に従

って、利用者が可能な限り自宅で、その有する能力に応じ、自立した日常生活を

営む事ができるようにするとともに、利用者の居宅における生活への復帰を目指

した、介護保険施設サービスを提供し、一方、利用者又は利用者の身元引受人（以

下｢身元引受人｣という。）は、当施設に対し、そのサービスに対する料金を支払う

ことについて取り決めることを、本約款の目的とします。 

 

[適用期間] 

第２条  本約款は、利用者が介護老人保健施設入所利用同意書を当施設に提出した    

時から効力を有します。但し、身元引受人に変更があった場合は、新たに同意を

得ることとします。 

２ 利用者は、前項に定める事項の他、本約款、【別紙１】、【別紙２】及び【別紙３】

の改定が行われない限り、初回利用時の同意書提出をもって、繰り返し当施設

を利用することができるものとします。 

 
［身元引受人］ 
第３条  利用者は、次の各号の要件を満たす身元引受人を立てます。但し、利用者が身

元引受 人を立てることができない相当の理由がある場合を除きます。 
① 行為能力者（民法第２０条第１項に定める行為能力者をいいます。以下同

じ。）であること 
② 弁済をする資力を有すること 

２ 身元引受人は、利用者が本約款上当施設に対して負担する一切の債務を極度額

９０万円の範囲内で、利用者と連帯して支払う責任を負います。 
３ 身元引受人は、前項の責任のほか、次の各号の責任を負います。 

① 利用者が疾病等により医療機関に入院する場合、入院手続が円滑に進行す

るように協力すること。 
② 入所利用が解除若しくは終了した場合の残置物の引取り等の処置、又は利

用者が死亡 した場合の遺体の引取をすること。但し、遺体の引取について、

身元引受人と別に祭祀主宰者がいる場合、当施設は祭祀主宰者に引き取っ

ていただくことができます。 
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４ 身元引受人が第１項各号の要件を満たさない場合、又は当施設、当施設の職員

若しくは他の入所者等に対して、窃盗、暴行、暴言、誹謗中傷その他の背信行

為又は反社会的 行為を行った場合、当施設は、利用者及び身元引受人に対し、

相当期間内にその身元引受人に代わる新たな身元引受人を立てることを求める

ことができます。但し、第１項但書の場合はこの限りではありません。 
５ 身元引受人の請求があったときは、当施設は身元引受人に対し、当施設に対す

る利用料金の未払い、これに対する利息及び賠償すべき損害の有無並びにこれ

らの残額及び支払期が到来しているものの額に関する情報を提供します。 
 
 [利用者からの解約] 

第４条  利用者及び身元引受人は、当施設に対し、退所の意志表明をすることにより、

本約款に基づく入所利用を解約することができます。 

２ 身元引受人も前項と同様に入所利用を解除することができます。但し、利用者

の利益に反する場合は、この限りではありません。 

 

[当施設からの解約及び入院又は入所による終了] 

第５条  当施設は、利用者および身元引受人に対し、次に掲げる場合には、本約款に基

づく入所利用を解約することができます。 

① 利用者が要介護認定において自立又は要支援１、要支援２と認定された場合 

② 利用者及び身元引受人が、本約款に定める利用料金を２ヶ月分滞納し、その支

払を督促した日から１０日間以内に支払われない場合（その後１ヶ月の猶予期

間を経て退所となります。ただし退所後も支払は継続していただきます。） 

③ 当施設において定期的に実施される入所継続検討会議において、在宅復帰が可

能と判断された場合 

④ 利用者の病状・心身状態等が著しく悪化し、当施設での適切な介護保険施設サ

ービスの提供内容を越えると判断された場合 

⑤ 利用者又は身元引受人が、当施設・当施設の職員又は他の入所者等に対して、

窃盗、暴行、暴言、誹謗中傷その他の利用継続が困難となる程度の背信行為又

は反社会的行為を行った場合 

⑥ 第３条第４項の規定に基づき、当施設が新たな身元引受人を立てることを求め

たにも かかわらず、新たな身元引受人を立てない場合。但し、利用者が新た

な身元引受人を立てることができない相当の理由がある場合を除く。 

⑦ 天災、災害、施設・設備の故障、その他やむを得ない理由により、当施設の利

用ができなくなった場合 

２ 利用者が病院に入院又は他の施設に入所した場合、本約款に基づく入所利用は終

了します。 
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 [利用料金] 

第６条  利用者及び身元引受人は、連帯して、当施設に対し、本約款に基づく介護保険

施設サービスの対価として、【別紙２】の利用単位ごとの料金をもとに計算された

月ごとの合計額及び利用者が個別に利用したサービスの提供に伴い必要となる額

の合計額を支払う義務があります。但し、当施設は、利用者の経済状況等に変動

があった場合、上記利用料金を変更することがあります。 

   ２ 当施設は、利用者、身元引受人又は利用者若しくは身元引受人が指定する者に

対し、前月料金の合計額の請求書及び明細書を、毎月１５日頃に発行し、所定の

方法により交付します。利用者及び身元引受人は、連帯して、当施設に対し、当

該合計額をその月の２５日までに銀行振込により支払うこととします。又、自動

引落の場合は２８日に引落されます。なお、支払の方法は別途話し合いの上、上

記のどちらかの方法によります。 

   ３ 当施設は、利用者又は身元引受人から、１項に定める利用料金の支払を受けた

ときは、利用者、身元引受人又は利用者若しくは身元引受人の指定する者に対し

て、領収証を発行し、所定の方法により交付します。 

 

 [記録] 

第７条  当施設は、利用者の介護保険サービスの提供に関する記録を作成し、その記録

を利用終了後２年間は保管します。（診療録については５年間保管します。） 

２ 当施設は、利用者が前項の記録の閲覧、謄与を求めた場合、原則として、必要

な実費を徴収のうえ、これに応じます。 

３ 当施設は、身元引受人が第 1 項の記録の閲覧、謄写を求めたときは、閲覧、謄

写を必要とする事情を確認して当施設が必要と認める場合に限り、必要な実費を

徴収のうえ、これに応じます。但し、利用者が身元引受人に対する閲覧、謄写に

反対する意思を表示した場合その他利用者の利益に反するおそれがあると当施設

が認める場合は、閲覧、謄写に応じないことができます。 

４ 前項は、当施設が身元引受人に対して連帯保証債務の履行を請求するため必要

な場合は適用されません。 

５ 当施設は、利用者及び身元引受人以外の親族が第 1 項の記録の閲覧、謄写を求

めたときは、利用者の承諾がある場合に限り、必要な実費を徴収のうえ、これに

応じます。但し、利用者の利益に反するおそれがあると当施設が認める場合は、

閲覧、謄写に応じないことができます。  
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 [身体の拘束等] 

第８条  当施設は、原則として利用者に対し身体拘束を行いません。但し、自傷他害の

恐れがある等、緊急やむを得ない場合は、施設管理者又は施設長が判断し、身体

拘束その他利用者の行動を制限する行為を行うことがあります。この場合には、

当施設の医師がその様態及び時間、その際の利用者の心身の状況、緊急やむを得

なかった理由を診療録に記載することとします。 

 

[秘密の保持及び個人情報の保護] 

第９条  当施設とその職員は、当法人の個人情報保護方針に基づき、業務上知り得た利

用者又は身元引受人若しくは身元引受人の親族に関する個人情報の利用目的を別

紙３のとおり定め、適切に取り扱います。正当な理由なく第三者に漏らしません。

但し、例外として次の各号について、法令上、介護関係事業者が行うべき義務と

して明記されていることから、情報提供行うこととします。 

① サービス提供困難時の事業者間の連絡、紹介等 

② 居宅介護支援事業所（地域包括支援センター〔介護予防支援事業所〕）等と

の連携 

③ 利用者が偽りその他不正な行為によって保険給付を受けている場合等の市

町村への通知 

④ 利用者に病状の急変が生じた場合等の主治の医師への連絡等 

⑤ 生命・身体の保護のため必要な場合（災害時において安否確認情報を行政に

提供する場合等） 

２ 前項に掲げる事項は、利用終了後も同様の扱いとなります。 

   ３ 【別紙３】の個人情報の利用目的についても、本約款の同意書をもって同意を

得たものとします。 

 

 [緊急時の対応] 

第１０条 当施設は、利用者に対し、施設医師の判断により受診の必要を認めた場合、協

力医療機関又は協力歯科医療機関に診療を依頼することがあります。 

   ２ 当施設は、利用者の状態が当施設における介護保険施設サービスでの対応が困

難になった時又は、施設医師が専門的な医学的対応を必要と判断した場合、他の

専門的機関を紹介します。 

   ３ 前２項のほか、入所利用中の利用者の心身の状態が急変した場合、当施設は、

利用者、身元引受人又は利用者若しくは身元引受人が指定する者に対し、緊急に

連絡します。 
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 [事故発生時の対応]  

第１１条 サービス提供等により事故が発生した場合、当施設は、利用者に対し必要な措

置を講じます。 

   ２ 施設医師の医学的判断により、専門的な医学的対応が必要と判断した場合、協

力医療機関、協力歯科医療機関又は他の専門的機関での診療を依頼します。 

３ 前２項のほか、当施設は利用者の家族等、利用者又は身元引受人が指定する者

及び保険者の指定する行政機関に対して速やかに連絡します。 

 

[要望又は苦情等の申出] 

第１２条 利用者及び身元引受人又は利用者の親族は、当施設の提供する介護保険サービ

スに対しての要望又は苦情等について、施設長や担当支援相談員、各フロアリー

ダーに申し出ることができます。又は備付けの用紙「施設長へのメッセージ」に

て正面玄関に設置する「ご意見箱」に投函して申し出ることができます。 

 

[賠償責任] 

第１３条 介護保険施設サービスの提供に伴って当施設の責に帰すべき事由によって、利

用者が損害を被った場合、当施設は、利用者に対して、速やかに対処し損害を賠

償するものとします。 

   ２ 利用者の責に帰すべき事由によって、当施設が損害を被った場合、利用者及び

身元引受人は、連帯して、当施設に対して、その損害を賠償するものとします。 

 

 [利用約款に定めのない事項] 

第１４条 この約款に定められていない事項は、介護保険法令その他諸法令に定めるとこ

ろにより、利用者又は身元引受人と当施設が誠意をもって協議して定めることと

します。 
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【別紙１】        重要事項説明書 

 

介護老人保健施設 

ケアステーション所沢 

 

（令和７年５月１日現在） 

 

１．施設の概要 

（１） 施設の名称等 

・ 施設名       社会福祉法人 桑の実会 

介護老人保健施設 ケアステーション所沢 

・ 開設年月日     平成７年７月１日 

・ 所在地       埼玉県所沢市東狭山ヶ丘６－２８２３－１３ 

・ 電話番号      ０４－２９２１－１１６５ 

・ ＦＡＸ番号     ０４－２９２１－１１６６ 

・ 介護保険指定番号  １１５２５８００２５号 

 

（２） 介護老人保健施設の目的と運営方針 

介護老人保健施設は、看護、医学的管理の下での介護や機能訓練、その他必

要な医療と日常生活上のお世話などの介護保険施設サービスを提供すること

で、入所者の能力に応じた日常生活を営むことができるようにし、１日でも早

く家庭での生活に戻ることが出来るように支援することを目的とした施設で

す。さらに、家庭復帰の場合には、療養環境の調整などの退所時の支援も行い

ますので、安心して退所頂けます。 

この目的に沿って、当施設では、以下のような運営の方針を定めていますの

で、ご理解いただいた上でご利用下さい。 

 

[介護老人保健施設ケアステーション所沢の運営方針] 

 要介護者に対し、在宅生活支援施設として、他職種からなるチームケア（医

療・看護･介護・リハビリテーション･栄養管理等）を行い、『生活機能の維持向

上』を目指したバランスの取れたサービスの提供に努めます。また、御家族･

地域の人々・他のサービス機関と連携して、個別的・総合的な生活支援サービ

スに努めます。 
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（３） 施設の職員体制 

 常勤 非常勤 業務内容 

管理者 １  施設の管理、運営、保守、点検 

医師 １  診療、健康管理 

看護職員 ３ １ 看護、介護 

介護職員 ２６ ９ 介護 

介護支援専門員 ２  介護サービスに関すること 

支援相談員 ３ １ 支援相談 

理学療法士 １  リハビリテーションに関すること 

作業療法士 １  リハビリテーションに関すること 

言語聴覚士   リハビリテーションに関すること 

リハビリ助手  １ リハビリテーションに関すること 

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ  １ レクリエーション 

管理栄養士 １  食事に関すること 

事務職員 ２ １ 事務手続き等 

ハウスキーパー  ３ 設備内清掃、洗濯等 

ドライバー  ３ 送迎、車両整備 

 

（４） 入所定員等 

・ 定員  ９０名 

・ 療養室 個室 ６室    ４人室 ２１室 

 

２．サービス内容 

① 施設サービス計画の立案 

② 食事（食事は原則として食堂でおとりいただきます。） 

朝食  ７時３０分～ ８時３０分 

      昼食 １２時００分～１３時００分 

     夕食 １８時００分～１９時００分 

③ 入浴（一般浴槽のほか入浴に介助を要する利用者には特別浴槽で対応します。入所

利用者は週に最低２回ご利用いただきます。ただし、利用者の身体の状況に

応じて清拭となる場合があります。） 

④ 医学的管理・看護 

⑤ 介護（退所時の支援も行います）  

⑥ リハビリテーションマネジメント（機能訓練、評価、レクリエーション） 

⑦ 相談援助サービス 

⑧ 栄養管理、栄養ケア・マネジメント等の栄養状態の管理 
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⑨ 理容サービス（原則月１回実施します） 

⑩ 行政手続代行 

⑪ その他 

※ これらのサービスのなかには、利用者の方から基本料金とは別に利用料

金をいただくものもありますので、下記をご参照下さい。 

 

３．協力医療機関等 

 当施設では、下記の医療機関に協力いただき、利用者の状態が急変した場合等には、

速やかに対応をお願いするようにしています。 

＜協力医療機関＞             

      名称        住所              電話 

 ・並木病院     所沢市東狭山ヶ丘５－２７５３ ０４－２９２８－１０００ 

・所沢中央病院   所沢市北秋津７５３－２    ０４－２９９４－１２６５ 

・原田病院     入間市豊岡１－１３－３    ０４－２９２６－１２５１ 

・圏央所沢病院   所沢市東狭山ヶ丘 4－２６９２－１ ０４－２９２０－０５００ 

＜協力歯科医療機関＞                 

・ﾘﾝｸ歯科ｸﾘﾆｯｸ   狭山市新狭山３－９－３－１F  ０４－２９４１－５８８３ 

・山口歯科ｸﾘﾆｯｸ   所沢市東狭山ヶ丘 1－705－19   ０４－２９２５－７３２１ 

 

※緊急時の連絡先・・・緊急の場合には、「同意書」の連絡先に連絡します。 

 

４．施設利用に当たっての留意事項 

＊ 施設利用中の食事は、特段の事情が無い限り施設の提供する食事をお召

し上がりいただきます。食費は保険給付外の利用料と位置づけられてい

ますが、同時に、施設は利用者の心身の状態に影響を与える栄養状態の

管理をサービス内容としているため、その実施には食事内容の管理が欠

かせませんので、食事の持ち込みはご遠慮いただきます。 

・ 面会     午前８時３０分～午後８時３０分 

・ 外出 外泊  外泊は１ヶ月に６日間可能です。利用時は事前に届出を提出 

して下さい。  

※ 月をまたがる場合であっても連続して６日以上の外泊で

きません。 

・ 飲酒 喫煙  全館、禁酒・禁煙となっています。 

・ 火気の取扱い 室内での使用は禁止となっています。 

・ 所持品 備品等の持ち込み 

       高価な物や同室者に迷惑となる物はご遠慮下さい。 
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・ 金銭 貴重品、鍵の管理  

紛失や破損時は、当施設では責任を負いかねますので自己管 

理できる範囲内でお願いします。施設でのお預かりは行いま

せん。 

・ 受診について 

当施設の管理医師が当施設では適切な処遇が出来ないと判断

した場合、受診をしていただくこととなります。 

原則、身元引受人等ご家族様に受診の付き添いをして頂きま

す。ただし緊急を要する場合はこの限りではありません。 

入所期間中は医療保険が適用されない診察や処置があります

が、当施設の管理医師が必要と判断したものであれば、医療保

険適用外の自己負担分を当施設にて補填させて頂きます。 

当施設の管理医師の許可なく受診をした場合も同様に医療保

険の適用されない診察や処置があり、その費用は十割負担とな

ります。この場合の受診費用は利用者又は身元引受人に負担し

て頂きます。 

             外泊（外出）中であっても、当施設の管理医師の許可なく受

診をすることは出来ません。やむをえず、病院や薬局等で医療

保険を使用する場合は必ず当施設までご連絡下さい。 

・ ペットの持ち込み 

１階ロビーまで許可しております。ただし他の方に迷惑のか

かる恐れのある場合は、当施設の判断にてお断りさせて頂く場

合がございます。 

フロアーへの持ち込みは禁止となっております。 

 

５．非常災害対策 

① 防災設備  スプリンクラー、消火器、消火栓 

② 防災訓練  年２回 

 

６．禁止事項 

当施設では、多くの方に安心して療養生活を送って頂くために、利用者の「営利行為、

宗教の勧誘、特定の政治活動」は禁止します。 

他の利用者又は身元引受人等のプライバシーの侵害となる行為を禁止します。 
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７．利用者及び身元引受人等の権利 

・ 基本的人権が保護される権利があります。 

・ プライバシーを侵害されない権利があります。 

・ いかなる差別、虐待も受けない権利があります。 

・ 利用者等には当施設で行われている看護・介護を知る権利があります。 

・ 利用者等には当施設に対して要望や苦情を訴える権利があります。 

 

８．要望及び苦情等の相談 

 当施設には支援相談の専門員として支援専門員が勤務していますので、お気軽にご

相談下さい。 

 要望や苦情などは施設長や担当支援相談員、各フロアリーダーにお寄せいただけれ

ば、速やかに対応いたしますが、ケアステーション所沢玄関に備え付けられた「ご意

見箱」をご利用いただき、管理者に直接お申し出いただくこともできます。 

 

・ ケ ア ス テ ー シ ョ ン 所 沢 電話番号：０４－２９２１－１１６５ 

       苦情受付担当者： 野坂 裕香 

       苦情解決責任者： 園部 麻美 

・ 所 沢 市 介 護 保 険 課 電話番号：０４－２９９８－９４２０ 

・ 入 間 市 介 護 保 険 課 電話番号：０４－２９６４－１３４１ 

・ 狭 山 市 高 齢 介 護 課 電話番号：０４－２９５３－１５５１ 

・ 埼 玉 県 国 民 健 康 保 険 団 体 連 合 会 電話番号：０４８－８２４－２５６８ 

・ 小川 京子（第 3者委員） 電話番号：０９０－２２３７－２９４６ 

・ 髙橋 廣成（第 3者委員） 電話番号：０９０－３０６８－４００２ 

 

９．その他 

 当施設についての詳細は、パンフレットを用意してありますので、ご希望される方

はお申し出下さい。
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【別紙２】        重要事項説明書 

介護老人保健施設サービスについて 

ケアステーション所沢 

 

（令和７年４月１日現在） 

１．介護保険証の確認 

   ご利用のお申し込みに当たり、ご利用希望者の介護保険被保険者証、介護保険負担限

度額認定証を確認させていただきます。 

 

２．介護保険施設サービス 

当施設でのサービスは、どのような介護サービスを提供すれば家庭に帰っていただけ

る状態になるかという施設サービス計画に基づいて提供されます。この計画は、利用者

に関わるあらゆる職種の職員の協議によって作成されますが、その際、ご本人・利用者

の後見人・利用者の家族、身元引受人等の希望を十分に取り入れ、また、計画の内容に

ついては同意をいただくようになります。 

◇ 医  療：介護老人保健施設は入院の必要のない程度の要介護者を対象としています 

が、医師・看護職員が常勤していますので、ご利用者の状態に照らして適

切な医療・看護を行ないます。 

◇ 介  護：施設サービス計画に基づいて実施します。 

◇ 機能訓練：身体機能・動作能力の維持・向上、疼痛の軽減のために、理学療法士の評 

価のもと、個別訓練、物理療法及び、生活リハビリテーションを実施しま

す。又、当施設では、通常、利用者１００人に対しリハビリ職員が１名の

ところ、５０名に対して１名を配置しており、リハビリ体制を強化してい

ます。 

◇ 栄養管理：心身の状態の維持・改善の基礎となる栄養管理サービスを提供します。 

◇ ア ク テ ィ ビ テ ィ：当施設の特徴としているサービスで利用者の心的リハビリテーション効 

     果をあげるものです。具体的には季節･曜日毎に変化をつけたプログラム

を計画・実施しています。趣味・レクリエーション・クラブ・行事には地

域のボランティアが多くかかわっています。 

◇ 生 活 サ ー ビ ス：当施設入所中も明るく家庭的な雰囲気のもとで「その人らしく」生活して 

いただけるよう、常に利用者の立場に立って運営しています 

◇ 他 施 設 の 紹 介：当施設での対応が困難な状態になった場合や、専門的な対応が必要になっ 

      た場合には、他の機関を紹介致します。 

◇ 相談援助：利用者及び身元引受人に対する入退所時や療養中の相談援助、行政手続代   

     行を行います。 

◇ 認定調査：保険者からの依頼により入所者の調査を行います。 
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３．利用料金                         

（１） 基本料金（非課税） 

介護保健施設サービス費 

介護保険制度では、要介護認定による要介護の程度、居室の種類（多床室、従来

型個室）によって利用料が異なります。（１単位＝１０円２７銭） 

※ 実際の請求額は端数処理のため１０円未満の誤差が出ることがあります。 

※ ①～④の自己負担額表記は 1 割負担の金額となっております。2 割負担の方

の場合はおよそ 2倍、3割負担の方はおよそ 3倍の自己負担額となります。 

 

① 多床室（基本型） 

介護度 単位数 
自己負担額 

１日あたり 

１ヶ月 

３０日として 

１ ７９３単位 ８１５円 ２４，４３３円 

２ ８４３単位 ８６６円 ２５，９７３円 

３ ９０８単位 ９３３円 ２７，９７６円 

４ ９６１単位 ９８７円 ２９，６０９円 

５ １，０１２単位 １，０４０円 ３１，１８０円 

 

② 従来型個室（基本型） 

介護度 単位数 
自己負担額 

１日あたり 

１ヶ月 

３０日として 

１ ７１７単位 ７３７円 ２２，０９１円 

２ ７６３単位 ７８４円 ２３，５０８円 

３ ８２８単位 ８５１円 ２５，５１１円 

４ ８８３単位 ９０７円 ２７，２０６円 

５ ９３２単位 ９５８円 ２８，７１５円 

 
※ 外泊時は上記料金にかえて、１日あたり３６２単位＝３７２円となります。

但し、外泊初日と最終日は通常通り上記の料金となります。 
※ 加算型要件 
  ○在宅復帰・在宅療養支援等指標４０以上 
   ・ベッド回転率５％以上＝１０ 
   ・入所前後訪問指導割合３５％以上＝１０ 
   ・退所前後訪問指導割合３５％以上＝１０ 

         ・居宅サービス実施数３サービス＝５ 
・リハ専門職の配置割合３以上＝２ 

         ・支援相談員の配置割合３以上(社会福祉士の配置あり)＝５ 
・要介護４又は５の割合３５％以上＝３ 

        ○退所時指導等 
         入所者の退所時に、当該入所者及びその家族等に対して、退所後の療養上 

の指導を行うこと。入所者の退所後 30 日以内に、その居宅を訪問し、又
は指定居宅介護事業所から情報提供を受けることにより、在宅における生
活が 1月以上（要介護４・５については２週間以上）継続する見込みであ
ることを確認し、記録していること 

        ○リハビリテーションマネジメント 
         入所者の心身の諸機能の維持回復を図り、日常生活の自立度を助けるため、

理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーションを計画的に行い、適
宜その評価を行っていること 

○地域貢献活動  地域に貢献する活動を行っていること 
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③ 体制加算（御利用者に対応するサービスが１日毎に加算されます。） 

 

・ 在宅復帰・在宅療養支援機能加算：在宅復帰・在宅療養支援等指標４０以上 

・ 初 期 加 算 (Ⅰ) ： 一般病棟への入院後３０日以内に退院し入所した場合 

                      に加算 

・ 初 期 加 算 (Ⅱ) ：(Ⅰ)を算定していない場合、入所後３０日間に加算 

・ 夜 勤 職 員 配 置 加 算：夜間職員を規定以上配置している場合に加算 

 
単位数 

自己負担額 

１日あたり 

１ヶ月 

３０日として 

〇 在宅復帰・在宅療養支援機能加算（Ⅰ）R6年 7月より ５１単位 ５３円 １，５７２円 

○ 初 期 加 算(Ⅰ) ６０単位 ６２円 １，８４９円 

○ 初 期 加 算(Ⅱ) ３０単位 ３１円 ９２５円 

○ 夜 勤 職 員 配 置 加 算 ２４単位 ２５円 ７４０円 

〇 サービス提供体制強化加算(Ⅰ) ２２単位 ２３円 ６７８円 

〇 サービス提供体制強化加算（Ⅱ） １８単位 １９円 ５５５円 

 サービス提供体制強化加算（Ⅲ） ６単位 ７円 １８５円 

〇 栄養マネジメント強化加算 １１単位 １２円 ３３９円 

 療 養 食 加 算 ６単位／1食 １９円／3食 ５５５円 

 経 口 移 行 加 算 ２８単位 ２９円 ８６３円 

 経 口 維 持 加 算 (Ⅰ ) ４００単位／月 － 411円／月 

 経 口 維 持 加 算 (Ⅱ ) １００単位／月 － 103円／月 

 認知症専門ケア加算(Ⅰ) ３単位 ３円 ９３円 

 認知症専門ケア加算(Ⅱ) ４単位 ５円 １２４円 

 若年性認知症入所者受入加算 １２０単位 １２４円 ３,６９８円 

○ 安 全 対 策 体 制 加 算 ２０単位／回 ２１円／回 ２１円／月 

 自 立 支 援 促 進 加 算 ３００単位／月 － ３０９円／月 

〇 科学的介護推進体制加算(Ⅰ)  ４０単位／月 － ４１円／月 

 科学的介護推進体制加算(Ⅱ)  ６０単位／月 － ６２円／月 

 協力医療機関連携加算(１)R6年度まで １００単位／月 － １０３円／月 

 協力医療機関連携加算(１)R7年度から ５０単位／月 － ５２円／月 

 協力医療機関連携加算(２)R7年度から  ５単位／月 － ６円／月 

 高齢者施設等感染対策向上加算(Ⅰ) １０単位／月 － １１円／月 

 高齢者施設等感染対策向上加算(Ⅱ) ５単位／月 － ６円／月 

 生産性向上推進体制加算(Ⅰ)  １００単位／月  － １０３円／月 

 生産性向上推進体制加算(Ⅱ)  １０単位／月 － １１円／月 

介護職員処遇改善加算 令和 6年 5月 31まで 

○ 介護職員処遇改善加算Ⅰ 総利用単位数×3.9％×10.27円の 1割 

 介護職員処遇改善加算Ⅱ 総利用単位数×2.9％×10.27円の 1割 

 介護職員処遇改善加算Ⅲ 総利用単位数×1.6％×10.27円の 1割 

〇 介護職員等特定処遇改善加算Ⅰ 総利用単位数×2.1％×10.27円の 1割 

 介護職員等特定処遇改善加算Ⅱ 総利用単位数×1.7％×10.27円の 1割 

〇 介護職員等ベースアップ等支援加算 総利用単位数×0.8％×10.27円の 1割 

介護職員等処遇改善加算 令和 6年 6月 1日より 

〇 介護職員等処遇改善加算Ⅰ 総利用単位数×7.5％×10.27円の 1割 

 介護職員等処遇改善加算Ⅱ 総利用単位数×7.1％×10.27円の 1割 

 介護職員等処遇改善加算Ⅲ 総利用単位数×5.4％×10.27円の 1割 

 介護職員等処遇改善加算Ⅳ 総利用単位数×4.4％×10.27円の 1割 
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・ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）：介護職員の総数に占める介護福祉士が８０％以上配置さ 

           れているもしくは利用者に直接サービスを提供する職 

           員の総数に占める１０年以上、介護職員の総数に占める 

         介護福祉士が３５％以上を配置されている場合に加算 

・ サービス提供体制強化加算（Ⅱ）：介護職員の総数のうち介護福祉士が６０％以上配置され 

           ている場合に加算 

・ サービス提供体制強化加算(Ⅲ)：介護職員の総数に占める介護福祉士が５０％以上配置さ 

           れている、もしくは看護・介護職員の総数に占める常勤  

           職員の割合が７５％以上、もしくは利用者に直接サービ 

           スを提供する職員の総数に占める７年以上が３０％以 

           上を配置されている場合に加算 

・ 栄 養 マ ネ ジ メ ン ト 強 化 加 算：管理栄養士を常勤換算方式で入所者の数を５０（給食管 

           理を行っている場合は７０）除して得た数以上配置し、 

           状態に応じた栄養管理の計画的な実施、入所者全員への           

           丁寧な栄養ケアの実施や体制強化などを行った場合に 

           加算 

・ 療 養 食 加 算：医師の発行する食事箋に基づき食事が提供される場合に

加算（糖尿病食、腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓

病食、脂質異常症食、痛風食及び特別な場合の検査食）※1食毎 

・ 経 口 移 行 加 算 ：経口の食事の摂取を進めるための栄養管理を行った 

場合に加算 

・ 経 口 維 持 加 算 Ⅰ ：経口摂取できるが、摂食機能障害や誤嚥を有する方に対 

し、医師又は歯科医師の指示に基づき、他職種の者が共 

同して食事の観察及び会議等を行い、経口維持計画を作 

成し、管理栄養士等が栄養管理を行った方に加算 

・ 経 口 維 持 加 算 Ⅱ ：経口維持加算（Ⅰ）において行う食事の観察及び会議等 

に、歯科医師、歯科衛生士又は言語聴覚士が加わった場 

合に加算 

・ 認知症専門ケア加算Ⅰ：認知症介護の専門的な研修を受けた者（認知症ケアに関 

           する専門性の高い看護師を含む）を適正数配置し、技術 

           指導に係る会議を行なっている場合に加算 

・ 認知症専門ケア加算Ⅱ：認知症専門ケア加算(Ⅰ)の内容を満たしたうえで認知症 

介護指導者を配置し認知症ケアの指導及び研修を計画 

的に実行している場合に加算 

・ 若年性認知症入所者受入加算：若年性認知症の方に対して加算 

・ 安 全 対 策 体 制 加 算：外部研修を受けた担当者が配置され、施設内に安全対策 

           部門を設置し、組織的に安全対策を実施する体制が整備 

           されている場合に加算 

・ 自 立 支 援 促 進 加 算：医師が全ての利用者ごとに自立支援のために必要な医学

的評価を行うとともにアセスメントの実施、多職種が共

同して支援計画を策定し、計画に従ったケアを実施し、

ＣＨＡＳＥへのデータ提出とフィードバックの活用をし

ている場合に加算 

・ 科 学 的 介 護 推 進 体 制 加 算 (Ⅰ )：入所者・利用者ごとの、ＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、 

           認知症の状況その他の入所者の心身の状況等にかかる 

           基本的な情報を提出し、フィードバックの活用をしてい 

           る場合に加算 
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・ 科 学 的 介 護 推 進 体 制 加 算 (Ⅱ )：(Ⅰ)に加えて疾患の状況や服薬情報等の情報を提出し、 

           フィードバックの活用をしている場合に加算 

・ 協力医療機関連携加算(１)：要件を満たす協力医療機関との間で、入所者等の同意を 

           得て、当該入所者等の病歴等の情報を共有する会議を定 

           期的に開催している場合に加算 

・ 協力医療機関連携加算(２)：要件外の協力医療機関と連携している場合に加算 

 

・ 高齢者施設等感染対策向上加算(Ⅰ)：第二種協定指定医療機関と新興感染症発生時等の対応を 

                      行う体制を確保し、協力医療機関等との間で感染症発生 

                      時等の対応を取り決め、連携。院内感染対策に関する研 

                      修又は訓練に１年に１回参加している場合に加算 

・ 高齢者施設等感染対策向上加算(Ⅱ)：医療機関（感染症対策向上加算算定）から３年に１回以 

                      上施設内感染者が発生した場合の感染制御等に関する 

                      実地指導を受けている場合に加算 

・ 生産性向上推進体制加算(Ⅰ)：(Ⅱ)の要件を満たし、成果が確認されていること。テク 

                      ノロジーを複数導入している場合に加算 

・ 生産性向上推進体制加算(Ⅱ)：利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の 

                      負担軽減方策を検討するための委員会開催、生産性向上 

                      ガイドラインに基づく継続的な改善活動を行い、テクノ 

                      ロジーを１つ以上導入、データ提出を行う場合に加算 

・ 介 護 職 員 処 遇 改 善 加 算 Ⅰ ～ Ⅲ：厚生労働省の定める基準（「職責に対する任用を定め書 

面にて処遇改善の内容を周知している」「職員の資質向 

上のための研修の機会を確保している」等）に基づき、 

適合する基準によりⅠ～Ⅲのいずれかを加算 

・ 介 護 職 員 等 特 定 処 遇 改 善 加 算 Ⅰ ～ Ⅱ：介護職員処遇改善加算（Ⅰ）（Ⅱ）（Ⅲ）のいずれかを 

算定していること 

厚生労働省の定める基準に基づき、「職場環境等要件」 

「特定加算の算定要件」を満たしている場合に加算  

・ 介 護 職 員 等 ベ ー ス ア ッ プ 等 支 援 加 算：介護職員処遇改善加算（Ⅰ）（Ⅱ）（Ⅲ）のいずれかを 

算定していること 

厚生労働省の定める基準に基づき、「職員への賃金改善 

等における支給要件」を満たしている場合に加算  

・ 介護職員等処遇改善加算Ⅰ～Ⅳ：上記介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加 

                      算、介護職員等ベースアップ等支援加算を一本化 

 

 

④ その他の加算（下記の内容を行った場合に加算されます） 

 
単位数 

自己負担額 

１日あたり 

 短期集中リハビリテーション加算(Ⅰ) ２５８単位 ２６５円 

 短期集中リハビリテーション加算(Ⅱ) ２００単位 ２０６円 

 認知症短期集中リハビリテーション加算(Ⅰ) ２４０単位 ２４７円 

 認知症短期集中リハビリテーション加算(Ⅱ) １２０単位 １２４円 

 リハビリテーションマネジメント計画書情報加算(Ⅰ) ５３単位／月 ５５円／月 

 リハビリテーションマネジメント計画書情報加算(Ⅱ) ３３単位／月 ３４円／月 

 口腔衛生管理加算(Ⅰ) ９０単位／月 ９３円／月 

 口腔衛生管理加算(Ⅱ) １１０単位／月 １１３円／月 

 退所時栄養情報連携加算 ３０単位 ３１円 
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 再入所時栄養連携加算 ２００単位 ２０６円 

 認知症行動・心理症状緊急対応加算 ２００単位 ２０６円 

 緊急時治療管理加算 ５１８単位 ５３２円 

 所定疾患施設療養費（Ⅰ） ２３９単位 ２４６円 

 所定疾患施設療養費（Ⅱ） ４８０単位 ４９３円 

 入所前後訪問指導加算(Ⅰ) ４５０単位 ４６３円 

 入所前後訪問指導加算(Ⅱ) ４８０単位 ４９３円 

 試行的退所時指導加算 ４００単位 ４１１円 

 退所時情報提供加算(Ⅰ) ５００単位 ５１４円 

 退所時情報提供加算(Ⅱ) ２５０単位 ２５７円 

 入退所前連携加算(Ⅰ) ６００単位 ６１７円 

 入退所前連携加算(Ⅱ) ４００単位 ４１１円 

 訪 問 看 護 指 示 加 算 ３００単位 ３０９円 

 ターミナルケア加算(死亡前 31～45 日間)  ７２単位 ７４円 

 ターミナルケア加算(死亡前 4～30日間) １６０単位 １６５円 

 ターミナルケア加算(死亡前２日間) ９１０単位 ９３５円 

 ターミナルケア加算(死亡日)  １,９００単位 １,９５２円 

 外 泊 加 算 ３６２単位 ３７２円 

 排せつ支援加算(Ⅰ) １０単位／月 １１円／月 

 排せつ支援加算(Ⅱ) １５単位／月 １６円／月 

 排せつ支援加算(Ⅲ) ２０単位／月 ２１円／月 

 褥瘡マネジメント加算(Ⅰ) ３単位／月 ３円／月 

 褥瘡マネジメント加算(Ⅱ) １３単位／月 １４円／月 

 新興感染症等施設療養費 ２４０単位 ２４７円 

 

 

・ 短期集中リハビリテーション加算(Ⅰ)：(Ⅱ)に加え、かつ、入所時及び１月に１回以上 ADL等評 

                      価し、LIFE 提出、必要に応じ計画を見直した場合に加算 

・ 短期集中リハビリテーション加算(Ⅱ)：入所の日から３ヶ月間に集中して個別にリハビリテーシ 

    ョンを行った場合に加算 

・ 認知症短期集中リハビリテーション加算(Ⅰ)：軽度～中度の認知症で生活機能の回復の見込みがある方 

                      に対し、居宅を訪問し生活環境を踏まえ、短期間に集中 

                      して個別にリハビリテーションを行った場合に加算 

・ 認知症短期集中リハビリテーション加算(Ⅱ)：軽度～中度の認知症で生活機能の回復の見込みがある方 

           に対し短期間に集中して個別にリハビリテーションを行 

           った場合に加算 

・ リハビリテーションマネジメント計画書情報加算(Ⅱ) ：口腔衛生管理加算(Ⅱ)及び栄養マネジメント強化加算を 

                      算定し、リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の 

                      情報を関係職種間で共有（必要に応じて LIFE提出情報を 

                      活用）。計画の見直し・情報共有している場合に加算 

・ リハビリテーションマネジメント計画書情報加算(Ⅱ)：LIFE 提出とフィードバックの活用をしている場合に加算 

・ 口 腔 衛 生 管 理 加 算 (Ⅰ )：歯科衛生士が１月の間に口腔ケアを２回以上行った場合 

に加算 

・ 口 腔 衛 生 管 理 加 算 (Ⅱ )：加算(Ⅰ)に加え、ＣＨＡＳＥへのデータ提出とフィード 

           バックの活用をしている場合に加算 

・ 退所時栄養情報連携加算：管理栄養士が退所先の医療機関等に対して、栄養管理に 

                      関する情報を提供した場合に加算 
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・ 再 入 所 時 栄 養 連 携 加 算：入所者が医療機関に入院し、経管栄養又は嚥下調整食の 

           新規導入など、入所時とは大きく異なる栄養管理が必要 

           となった場合、管理栄養士が医療機関の管理栄養士と連 

           携して、再入所後の栄養管理に関する調整を行った場合 

           に加算 

 

・ 認 知 症 行 動 ・ 心 理 症 状 緊 急 対 応 加 算：認知症の行動や心理症状がみられ在宅生活が困難と医師 

が判断した方に対して緊急入所させた場合、最大７日間 

加算 

・ 緊 急 時 治 療 管 理 加 算：病状が重篤になり、救急救命医療が必要となった場合、

月に最大３日間加算 

・ 所 定 疾 患 施 設 療 養 費 (Ⅰ )：肺炎・尿路感染症・帯状疱疹・蜂窩織炎・慢性心不全の

増悪に対する投薬、検査、注射、処置を行い記録し、実

施状況を公表している場合、月に最大７日間加算 

・ 所 定 疾 患 施 設 療 養 (Ⅱ )：(Ⅰ )に 加 え 医 師 が 感 染 症 に 対 す る 研 修 を 受 講 し て い る 場 合 。

月に最大１０日間加算 

・ 入 所 前 後 訪 問 指 導 加 算 Ⅰ：入所前 30日から入所後７日の間に居宅を訪問し、施設サ

ービス計画と診療方針を決定した場合に加算（退所を目

的とした施設サービス計画の策定及び診療方針の決定を

行った場合） 

・ 入 所 前 後 訪 問 指 導 加 算 Ⅱ：入所前３０日から入所後７日の間に居宅を訪問し、施設

サービス計画と診療方針を決定した場合に加算（退所を

目的とした施設サービス計画の策定及び診療方針の決定

にあたり生活機能の具体的な改善目標を定めるとともに、

退所後の生活に係る支援計画を策定した場合） 

・ 試行的退所時指導加算：退所が見込まれる入所期間が 1 月を越える入所者をその

居宅において試行的に退所させる場合において、当該入

所者の試行的な退所時に入所者及びそのご家族に対して、

退所後の療養上の指導を行った場合 

・ 退所時情報提供加算(Ⅰ)：退所後の主治医に診療情報心身の状況、生活歴等を示す

情報を提供した場合に加算 

・ 退所時情報提供加算(Ⅱ)：退所後の医療機関に対して心身の状況、生活歴等を示す

情報を提供した場合に加算 

・ 入 退 所 前 連 携 加 算 (Ⅰ )：入所予定日前３０日以内又は入所後３０日以内に、退所

後利用希望の居宅介護支援事業所と連携し、退所後の利

用方針を定める。退所後の居宅介護支援事業所に情報提

供を行い共同で居宅サービスの調整を行った場合に加算 

・ 入 退 所 前 連 携 加 算 (Ⅱ )：退所後の居宅介護支援事業所に情報提供を行い共同で居

宅サービスの調整を行った場合に加算 

・ 訪 問 看 護 指 示 加 算：退所後に定期巡回・随時対応型訪問介護看護や複合型サ

ービスを利用する際、その指示書を交付した場合に加算 

・ タ ー ミ ナ ル ケ ア 加 算 (死 亡 前 3 1～ 4 5 日 間 )：医師が回復の見込みがないと判断した方に対し、ターミ

ナルケアに係る計画の上で、ターミナルケアを行った場

合に加算（死亡日前３１～４５日間） 

・ タ ー ミ ナ ル ケ ア 加 算 (死 亡 前 4～ 3 0 日 間 )：上記要件同様（死亡日前４～３０日間） 

・ タ ー ミ ナ ル ケ ア 加 算 (死 亡 前 ２ 日 間 )：上記要件同様（死亡日前２～３日間） 

・ タ ー ミ ナ ル ケ ア 加 算 (死 亡 日 )：上記要件同様（死亡日のみ） 
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・ 排 せ つ 支 援 加 算 (Ⅰ )：排泄に介護を要する入所者に対し、多職種が協働して支

援計画を作成し、その計画に基づき支援しＣＨＡＳＥへ

のデータ提出とフィードバックの活用をしている場合に

加算 

・ 排 せ つ 支 援 加 算 (Ⅱ )：(Ⅰ)に加え、排尿・排便一方が改善するとともにいずれ

にも悪化がない、又はおむつ使用ありから使用なしに改

善した場合、又は入所時尿道カテーテルが留置されてい

たものについて抜去された場合に加算 

・ 排 せ つ 支 援 加 算 (Ⅲ )：(Ⅰ)に加え、排尿・排便一方が改善するとともにいずれ

にも悪化がない、又は入所時尿道カテーテルが留置され

ていたものについて抜去された場合、かつおむつ使用あ

りから使用なしに改善した場合に加算 

・ 褥 瘡 マ ネ ジ メ ン ト 加 算 (Ⅰ )：入所時に褥瘡の有無を確認するとともに、褥瘡発生を予

防するため、褥瘡の発生と関連の強い項目について、入

所時、その後定期的に評価を実施し、その結果に基づき

計画的に管理しデータ提出とフィードバックの活用をし

ている場合に加算 

・ 褥 瘡 マ ネ ジ メ ン ト 加 算 (Ⅱ )：(Ⅰ)に加え、褥瘡が治癒したこと、又は褥瘡発生リスク

があるとされた入所者について、褥瘡の発生がない場合

に加算 

・ 新興感染症等施設療養費：感染症（別に厚生労働大臣が定める）に感染した場合、

医療機関を確保し、かつ、感染した入所者等に適切な感

染対策を行った上で介護サービスを行った場合に加算 

 

※ 実際の請求額は端数処理のため１０円未満の誤差が出ることがあります。 

 

（２） その他の料金 

 

 
１日あたり 

１ヶ月あたり 

３０日として 
備  考 

 食 費 ２,１５０円 ６４,５００円 食事に関する費用（請求は１日単位となります） 

 居住費（多床室） ５００円 １５,０００円 光熱水費相当（外泊時も費用がかかります） 

 居住費（個室） １，７２８円 ５１,８４０円 
光熱水費相当（外泊時も費用がかかります） 

令和 6年 8月 1日より 

 特別な室料 ２,５００円＋税 ７５，０００円＋税 従来型個室（外泊時も費用がかかります） 

 理美容代１ ２,２００円 希望時 カット＆ブロー 

 理美容代２ ３,１００円 希望時 カット＆ブロー ＋ 産毛剃り ＋ メイク等 

 理美容代３ ９,７００円 希望時 パーマ（ヘアマニキュア） ＋ メイク等 

 教養娯楽費 ２５０円 ７,５００円 レクリエーション費用、ビデオソフト、文庫等 

 電気使用料 ５０円 １,５００円 テレビ、電気毛布等小型の電気製品を施設に持ち込まれる場合  

 文書発行料 
３,０００円～

５,０００円 
希望時 身体障害・精神障害等の手帳発行の診断書・死亡診断書等  

※ 特別な室料以外は非課税となっております 
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・ 居住費・食費について負担限度額認定を受けている場合には、認定証に記載され

ている居住費・食費の負担限度額が１日にお支払いいただく居住費・食費の上限

となります。 

・ 上記「食費」、「居住費」において、国が定める負担限度額段階（第１段階から３

段階まで）の利用者の自己負担額については、担当支援相談員にご相談下さい。 

・ 教養娯楽費は施設で用意するものをご利用いただく場合にお支払いいただきま

す。 

 

 

（３） 支払方法  

① お支払方法は、当施設指定の銀行振込又は、金融機関口座自動引落としの２方法

があります。入所契約時にお選び下さい。 

② 毎月１５日前後に、前月分の請求書を発行しますのでその月の２５日までにお支

払い下さい。お支払いいただきますと領収証を発行いたします。 

③ 銀行振込の際、手数料はご家族様負担となります。なお、振込用紙の受取書が領

収証に変わりますのでご了承下さい。 

④ 口座引落としの場合、（毎月２８日）手続きに１ヶ月ほどかかります。それまで

はお振込となりますので、ご了承下さい。また、銀行合併などにより、支店番号

が変更された場合は必ずお知らせ下さい。お知らせが無い時は口座振替が出来な

い場合がございます。 
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【別紙３】 

個人情報の利用目的 

ケアステーション所沢 

 

（令和３年４月１日現在） 

 

 介護老人保健施設ケアステーション所沢では、利用者の尊厳を守り安全に配慮する施設理念の

下、お預かりしている個人情報について、利用目的を以下のとおり定めます。 

 

● 介護・医療提供 

▶当施設での介護・医療サービスの提供 

▶他の介護（保険）施設、病院、診療所、薬局、介護保険サービス事業者等との連携（サービス 

 担当者会議等）、照会への回答 

▶他の介護（保険）施設、医療機関等からの照会への回答 

▶利用者さんの診療のため、外部の医師の意見・助言を求める場合 

▶検体検査業務の委託その他の業務委託 

▶家族等への心身の状況説明 

▶その他、利用者さんの介護・医療提供に関する利用 

 

● 介護保険費用請求のための事務 

▶当施設での介護・医療・労災保険、公費負担に関する事務およびその委託 

▶審査支払機関へのレセプトの提出 

▶公費負担に関する行政機関等へのレセプトの提出、照会への回答 

▶その他、介護・医療・労災保険、および公費負担に関する介護保険請求のための利用 

▶損害賠償保険などに係る保険会社等への相談又は届出等 

▶情報システム運用・保守業務の委託あるいはＡＳＰサービスの利用 

 

● 当施設の管理運営業務 

▶会計・経理 

▶介護・医療事故等の報告 

▶利用者さんの介護・医療サービスの向上 

▶利用者さんの氏名等の施設内における掲示 

▶入退所等の居室管理 

▶その他、当施設の管理運営業務に関する利用 

 

● その他 

▶企業等から委託を受けて行う健康診断等における、企業等へのその結果の通知 

▶介護・医療サービスや業務の維持・改善のための基礎資料 

▶当施設内において行われる介護・医療実習への協力 

▶介護の質の向上を目的とした当施設内外の学会等での研究発表 

▶外部監査機関への情報提供 

 

● 介護関係事業者の義務 

▶サービス提供困難時の事業者間の連絡、紹介等 

▶居宅介護支援事業所との連携 

▶利用者が偽りその他不正な行為によって保険給付を受けている場合等の市町村への通知 

▶利用者に病状の急変が生じた場合等の主治の医師への連絡等 

▶生命・身体の保護のため必要な場合（災害時において安否確認情報を行政に提供する場合等



 21 

介護老人保健施設 

入所利用同意書 

 

 介護老人保健施設ケアステーション所沢を入所するにあたり、介護老人保健施設入所利

用約款及び【別紙１】【別紙２】及び【別紙３】を受領し、これらの内容に関して、担当者

による説明を受け、これらを十分に理解した上で同意します。 

 

  令和   年   月   日 

＜利用者＞ 

住 所 

氏 名                印 

 

                   ＜利用者の身元引受人＞ 

                    住 所 

                    氏 名                印 

 

介護老人保健施設ケアステーション所沢 施設長 殿 

  

［本約款第６条の請求書・明細書及び領収証の送付先］ 

・氏  名                 

 

（続柄       ） 

・住  所 

 

〒    － 

・電話番号 

・携帯電話 

・Ｆ Ａ Ｘ 

 

 

［本約款第１０条３項の緊急時及び第１１条３項事故発生時の連絡先］ 

・氏  名                 

 

（続柄       ） 

・住  所 

 

〒    － 

・電話番号 

・携帯電話 

・Ｆ Ａ Ｘ 

 

※ 緊急時及び事故発生時の連絡先は必ずつながるようにして下さい。 


